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であるので、まずそれを公式的に確認しておこう。このため、まず、同じ確率 r で、同額 L
の損失を被る可能性を持つ人が 10 人おり、そのようなリスク・損失を補填するため、各個




  10p=10rB      (1)  
これから、公式的には同値な、次の関係が得られる、 















人のうち９人のリスク・損失発生の確率は r であるが、1 人のそれが 'r 、 r r'≠ 、であると
しよう。このとき、保険給付は上と同額の B、また９人の保険料は p で同じ、残る 1 人の
保険料を p' とし、また上と同様に保険運営にかかわる費用が存在しないとする。このとき、
同保険の保険料収入および保険給付が均衡するためには次の関係が成立すればよい、 
  (9p+ p' )=(9r+ 'r )B     (3) 
これは、(2)式が成立しているとすると、次が成り立つことを意味している、 










るためには、リスク・損失発生確率が r および 'r である個人がそれぞれ多数存在し、前者に
 4
ついては（ほぼ）確実に 100 r％の個人に、後者については 100 'r  ％の個人に損失が発生
する状況にあると想定される。つまり、保険集団に属する前者の数を M 人、後者の数を N
人とすると、この保険の保険料収入は(pM+ p' N)であり、他方保険給付は(rM+ 'r N)B であ
ることになる。ここで(2)および(4)式を顧慮すると、次の関係が成立していることがわかる、 





について考えよう。このため、保険集団の数は前項と同様 10 人であり、10 人のリスク・損
失発生の確率が r で同じ、９人の保険給付は B で上記と同じであるが、1 人のそれが B' 、
'B B≠ 、であるとしよう。このとき、９人の保険給付および保険料は上と同額の B および p
で、残る 1 人の保険料を p' とし、また上と同様に保険運営にかかわる費用は存在しないと
する。このとき、この保険の保険料収入および保険給付が均衡するためには次の関係が成
立すればよいと考えられる、 
  (9p+ p' )=9rB+r B'      (6) 
これは、前項と同様(2)式が成立すると仮定すれば、次が成立することを意味する、 











合に可能となるが、保険給付が B および B' の被保険者数がそれぞれ M 人および N 人、総
数が(M+N)人とすると、この保険の保険料収入は(pM+ p' N)であり、他方保険給付は(rM B 
+rN B' )である。したがって、(2)および(7)式を顧慮すると、次の関係が成立していることが
わかる、 


























































































し、年金受給開始までは確実に生存するとし、年金給付開始後第 t 年の生存確率を 1tα − であ
らわす（年金受給最大期間が T2 年であることは、年金給付開始年を第ゼロ年とすると、
2
0Tα = を意味する）。また、定額負担・定額給付年金の（各期を通じ一定の）保険料を p、





   2 2 21 1 10 0 ' '[ (1 )] [ ( ) (1 )]
T T T
r t t r t t t t tE S r E E B rα α− − −= = =Π + = Σ Π +        (9) 
ただし 1 1 ' 1 '[ (1 )]
T t
r t t tS E p r
− −





















{ , ,..., }Tα α α − （ 2 0Tα = ）であらわす。勤労期間全体にわたる給与・賃金所得のプロフィ
ール{
1 1






( ,..., )Tf w w− − であらわすと 1 1( ,..., )Tw f w wβ − −= のように定まるものと
する。すると、定率負担・定率給付の年金保険の収支相等性は次のように表される、 
   1 2 21 11 0 ' '[ (1 )] [ ( ) (1 )}]
T T T
r t t r t t t t tE S r E E w rα α− − −=− = =Π + = Σ Π +       (10) 
ただし 1 1 ' 1 '[ (1 )]
T t
r t t t tS E w r
−
=− =− −= Σ Π + である。(10)式の収支相等性を成立させるよう保険料率お
よび保険給付率を定めることは、平均所得水準
20 1






















































































3.1 賦課方式 vs 積立方式、給付建て方式 vs 拠出立て方式 


















































































































































































































































































































































































金プロフィールは同じ大きさの保険料積立金 S をもたらすことが必要とされる。 
7)収支相等性および給付・反対給付均等の原則を満たす保険を以下このようにも呼ぶ。 


















17) 厚生労働省 HP 等を参照。 
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24)注 20)を参照。 
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26) Gruber and Wise (1999)を参照。 
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All the social insurance systems in Japan have faced number of difficulties in recent 
years mainly because, on the one hand both aging and number of children declining had 
accelerated and on the other hand Japan experienced stagnated economy after 1990.  
Among them the public pension system experienced the worst because a variety of 
problems such as incompleteness or losses of pension-subscriber records, lowering of 
reference salaries in the pension for the hired, usurpation of pension premiums had 
reported via mass-communications and the pension system decreased its reliability. 
This paper reexamines the problems concerning the public pension by 
considering what the pension system as an insurance sheds light to those problems.  
Though it is true that the pension is called often “pension insurance”, its understanding 
as an insurance is very rare both in its design or construction and in its management in 
reality, and such an examination as above contributes the purpose. 
The paper examines first the working and features of the pension as an 
insurance.  They are then utiilized to reconsider the problems concerning the pension 
system as above and examine what are the solutions to those problems and what is the 
good form of the pension system. 
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